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除去土壌等の減容化に関する社会受容における重要要素
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【要　約】　福島第一原子力発電所事故由来の約1330万m3の除去土壌等の福島県外での最終処分に向けては、
処分方法や減容化の技術的検討とともに、その社会受容性の考慮も重要な課題である。本研究では、オンラ
インアンケートによる選択型コンジョイント分析を用い、減容化適用に関連する社会受容における重要要素
を調べた。調査では処分物の量、処分物の放射能濃度、処分場の種類を評価対象とし、2023年8月に関東地
域に住む2026人から回答を得た。その結果、処分物の量と放射能濃度は低下するほど調査参加者の選好が高
くなった。処分場の種類は、管理がより厳重な処分場で選好が高かった。総合的には、参加者は減容化技術
の適用による処分量の低減効果や、より管理が厳重な処分場の採用より、放射能濃度が低いことを重要視し
たため、参加者の選好は減容化の程度を抑えたシナリオほど高かった。本結果は、減容化による放射能濃度
増加に対する人々の抵抗感や忌避感が、処分量低減のメリットで相殺されづらいことを示している。これは、
実際のシナリオ選定だけでなく、候補地選定後のステークホルダーとのリスクコミュニケーションにおいて
有用な情報である。
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